
大分県

令和３年度 在宅医療・介護連携推進支援事業
都道府県等担当者研修会議（2022.3.1）

都道府県・市町村連携支援

テーマ2：将来設計を見据えた在宅医療・介護提供体制の整備について

～地域医療計画も踏まえながら～

市町村が「我がごと」として将来推計を活用するには？



本日の内容

1.大分県の概況

2. 取組の経緯

3.実施した支援の内容
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大分県の概況

市町村数 １８市町村

※平成の大合併前は５８市町村｜１１市３６ 町１１村｜

総人口 約１１2万人

高齢者人口 約３7.4万人

高齢化率 ３3．3％ ｜全国平均 ２８．6％｜

要介護認定者数 約７．０万人

要介護認定率 １８．6％｜全国平均 １９．１％｜

第８期介護保険料 ５，９５６円｜全国平均 ６，０１４円｜

地域包括支援センター数 ６１

直営 ４

委託 ５７

※総人口、高齢者人口、高齢化率はR2年10月1日現在

要介護認定者数・要介護認定率｜第2号被保険者含む｜はR３年３月末現在、地域包括支援センター数はＲ3年4月1日現在

九 州

大分県内

高齢化率の順位

九州（全国）

１位（10位）大分県 ３３．３％

２位（12位）長崎県 ３３．０％

３位（14位）宮崎県 ３２．６％

４位（16位）鹿児島県 ３２．５％

５位（23位）熊本県 ３１．４％

６位（26位）佐賀県 ３０．６％

７位（39位）福岡県 ２７．９％

８位（47位）沖縄県 ２２．６％

2



大分県の将来推計人口

・県内の総人口は今後減少を続け、約２０年後の２０４０年には２０１５年と比較して約２０％減少する。

・生産年齢人口（１５歳～６４歳）は、 ２０４０年には２０１５年と比較して約３０％減少する。

・高齢者（６５歳以上）人口は、２０２５年をピークに減少に転じる。対総人口割合（%）は上昇傾向が続く。

・医療と介護を必要とする方が多い85歳以上人口数は２０２０年から２０４０年にかけて大きく伸び続ける。
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基本情報

問１：あなた自身の身体が虚弱に
なって、医療や介護が必要となっ
たとき、主にどこで医療や介護を
受けたいですか

問２：あなたは、治る見込みがなく死期が迫っている
（６ヶ月あるいはそれより短い期間を想定）と告げられ
たとき、どこで過ごしたいと思いますか

市町村名
共通項目
実施

調査対
象

抽出方
法

対象人
数

有効回
答

回収
率

自宅
病院等
への入
院

施設へ
の入所

わからな
い

最期ま
で自宅

最期ま
で子ども
や親戚
の家

自宅で
療養し必
要時に
入院

医療機
関に入
院

施設へ
入所

わからな
い

その他

1 Ａ ○ 原則 無作為 11,040 7,001 63.4 22.1 33.5 13.4 17.7 21.6 0.5 34.4 15.0 3.6 9.7 0.8

2 Ｂ ○ 原則 無作為 4,107 2,393 58.3 25.3 45.5 20.0 14.9 22.1 0.8 45.5 21.7 6.7 7.8 0.5

3 Ｃ ○ 原則 無作為 2,989 1,919 64.2 21.0 33.8 18.9 16.5 24.4 0.6 33.3 18.2 5.2 10.1

4 Ｄ ×

5 Ｅ ○ 原則 無作為 3,004 2,206 73.4 24.4 40.0 20.0 16.9 23.8 0.7 41.5 19.9 6.0 10.4 0.3

6 Ｆ ○ 原則 無作為 5,200 3,697 71.1 25.3 44.7 7.4 15.5 23.6 0.5 34.5 18.4 3.8 11.5 0.9

7 Ｇ ○ 原則 無作為 5,420 3,334 61.5 25.6 28.5 21.9 15.2 24.1 0.8 34.2 16.7 5.2 10.2 0.8

8 Ｈ ○ 原則 無作為 3,737 2,583 69.1 18.2 36.9 16.5 14.5 22.2 0.9 33.1 16.5 4.2 10.2 0.6

9 Ｉ
△

質問文等の
変更あり

原則 無作為 7,323 5,687 77.7 40.8 13.0 15.9 17.6 40.3 0.5 26.9 8.5 3.3 11.0

10 Ｊ ○ 原則 悉皆 8,996 6,247 69.4 22.9 43.7 15.5 16.4 25.0 0.6 39.0 19.5 5.0 10.1 0.2

11 Ｋ ○ 原則 無作為 4,900 2,976 60.7 23.3 40.8 15.6 16.7 21.3 1.0 41.0 17.7 5.4 10.1 0.3

12 Ｌ ○ 原則 悉皆 12,236 8,780 71.8 23.4 39.2 30.3 11.7 24.0 0.8 43.1 17.9 12.6 6.8 0.8

13 Ｍ ○ 原則 悉皆 9,448 5,238 55.4 18.9 35.0 22.5 15.0 22.1 0.4 39.5 19.8 5.1 8.4 0.6

14 Ｎ ○ 原則 悉皆 10,139 7,352 72.5 25.9 42.9 17.1 14.9 27.6 1.0 44.1 17.0 5.5 9.1 0.6

15 Ｏ 今後実施

16 Ｐ ○ 原則 無作為 3,000 2,017 67.2 23.4 45.2 14.4 17.2 22.5 0.6 44.8 17.6 4.0 9.0 0.9

17 Ｑ ○ 原則 無作為 1,800 1,156 64.2 18.7 34.2 15.1 18.5 24.6 0.4 33.3 12.5 4.1 12.1 0.8

18 Ｒ ○ 原則 無作為 3,500 2,837 81.1 20.5 34.3 17.2 19.5 27.2 1.2 41.8 17 7.8 10.9 0.8

【参考】 平均 22.6 38.5 17.7 16.1 23.7 0.7 38.9 17.7 5.6 9.8 0.6

大分県内各市町村の在宅療養希望率調査結果（R1実施（県が統一質問項目を作成））

県内高齢者の3人に1人は在宅療養を希望し、3人に2人は人生の最終段階での自宅療養を希望
→地域包括ケアシステムの構築の中で、医療と介護が連携した療養体制整備が必要
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本日の内容

1.大分県の概況

2. 取組の経緯

3.実施した支援の内容
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◎事業概要

講師：埼玉県立大学 川越 雅弘 教授

開催予定回数：4回×3事業（すべて上半期に開催）

開催時間：各コマ3時間程度

（講義1.5Ｈ+グループワーク1.5Ｈ）

会場：県庁内会議室又は民間貸し出し会議室

参加者：市町村担当者及び各種事業コーディ

ネーター、事業共同実施者(認知症地域支援推進員等)

対象事業： 「在宅医療・介護連携」「介護予防」

「認知症施策」

地域包括ケア推進のための介護保険事業マネジメント研修（R2）

◎現状・課題

介護保険の保険者である市町村には、制度改正等に伴い多

様な事業メニューの実施が次々に求められている状況。

地域支援事業については、その目的は各種事業そのものを

実施することではなく、多様なメニューを用いて保険者と

して目指す地域をつくり出していくもの。

現状では、多忙な業務の中、手段・作業が先行し、各種事

業の成果の検証・改善や事業間連携が難しい現状がある。

◎取組の方針

県内市町村への支援として、国からも求められている介護

保険事業のマネジメント（＝PDCA）を支援。

具体的には、8期計画策定及び計画全体へのマネジメントの

意識導入を目指し、単一の事業ではなく地域支援事業のう

ち「在宅医療・介護連携」「介護予防」「認知症施策」の3

事業を対象に複数回の事業マネジメント研修を開催。

効果的・効率的な介護保険事業が実施できる体制を目指

す。

講義

グループワーク

わがまちでの実践

県主催研修
参加市町村

理論習得と実践フィードバックを
繰り返して事業マネジメントを推進
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○在宅療養４場面別のアンケート調査を市内の医療機関、介護関係機関、消防（救急）に実施し、課題把握に努め、

その後、事務局で課題の絞り込みを行った

○第８期計画策定において、研修で学んだマネジメントの概念を活用し、住民の意識の変化などを指標に盛り込んだ

△総論的には理解できたと思うが、当市の状況で応用的に活用できるかは、今後の課題

△PDCAの重要性はわかったが、それを現場の関係者で共有したり、実際に施策に反映することが出来ていない

△当該研修の内容を介護保険計画に反映することは大変な労力がいるので、そこまでは出来ていない

△マネジメントの手段でなく、あまり労力をかけずに効果をあげる方法を教えて欲しい

事業マネジメント研修終了後の市町村ヒアリング結果

◎研修終了後半年（今年度初頭）時点で医介連携担当者に対して実施したヒアリング結果の概要は以下の通り。

→事業マネジメントの考え方に始めて触れた担当者も多く、理論はわかったが実行に至らない市町村多。
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１、PDCAに基づく取組や、事業の評価の重要性は
わかる。

２、事業マネジメント研修のおかげで、PDCAの考え
かたの概念は理解出来た

３、しかし、それを受けて、実際の業務をどう変える
のか、何をすればいいのかということがわからない
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・・・どうする？？
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令和３年度在宅医療・介護連携推進支援事業
都道府県・市町村連携支援
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・・地域医療構想？
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大分県地域医療構想の基本的考え方

• 地域医療構想は将来の医療ニーズを客観的データにより見通したものであり、
進むべき一定の方向性を示した指針です。

• 地域医療構想は、「病床削減ありき」の構想ではなく、高度急性期から回復
期、慢性期、在宅医療に至るまで、患者の状態に応じた適切な医療を切れ
目なく提供するため、不足する医療機能をいかに充実させていくかという視点
が重要です。

• 社会保障を巡る厳しい環境下において、限られた医療資源を効率的に活用
し、子どもや孫の世代まで安心で質の高い医療を提供できる地域にしていかな
ければなりません。

• そのため、今後とも、医療関係者、行政、県民がそれぞれの立場で、将来の
地域医療について考え、構想の実現に向け行動することが求められます。

大分県地域医療構想P60より抜粋 14



15【老健事業】保険者機能強化推進交付金等における自己評価方法の平準化に向けた
マニュアル策定に関する調査研究意見交換会 兵庫県立大学大学院 筒井教授資料
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本日の内容

1.大分県の概況

2. 取組の経緯

3.実施した支援の内容
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在宅医療・介護連携推マネジメント研修
次第 （R4.2.22 WEB開催）

1 事業マネジメントの考え方
（在宅医療の4つの場面を意識して）

2 地域医療構想と在宅医療・介護連携推進

3 将来推計を活用した事業マネジメント
（地域医療構想やレセデータ集計）
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Step1：保険者としての意思（事業を通じて何を達成したい？）

• 保険者として、以下のことを再度確認しましょう！

国や県の医療・介護関係施策の方針や計画を理解していますか

第８期介護保険事業計画に、事業の目的をどう記載していますか？

計画に記載された目的を達成するため、4つの在宅医療介護の場面（日常
療養支援、入退院支援、急変時の対応、看取り）について、目指す姿を設
定していますか？

ポイント

（豊後大野市の第８期計画より）

たとえ認知症や要介護状態になった
としても、幸福や尊厳、希望などの
生きがいを見出すことができ、自らが
望む場所において、看取りまでの
療養生活を選択できるまち

日常の療養支援 看取り

医療・介護関係者の多職種協働
によって本人・家族の療養生活を
支援することで、認知症や要介護
状態になる前に早期に発見して予
防に繋げることができ、また、認知
症や要介護状態になった後でも本
人・家族が住み慣れた場所で生活
し、状態の維持・改善に向けた意
欲を持つことができること。

本人・家族が看取りにお
ける支援内容を理解し、
医療・介護関係者等が可
能な限りＱＯＬを高められ
るよう関与することで自ら
が望む場所で最期を迎
えることができること。

※入退院支援、急変時対応
についても計画に記載あり

具体化

出所）埼玉県立大学 川越 雅弘教授講演資料を一部改変
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Step2：現状把握

• 事業の目的や目指す姿に関し，保険者として「知りたいことは何か」を整理しま
しょう！その上で4つの場面を意識し、目的意識をもってデータを収集しましょう！

• 情報を収集する際、「質」に関する現状と「量」に関する現状があることを意識しま
し、可能な限り双方の現状を把握するようにしましょう。

• 知りたいことには幾つかのレベルがある。あなたの知りたいことはどのレベルですか？
現状がわからないので，現状をまずは知りたい！
課題があることは漠然と知っている。より具体的な対策を検討するために
課題の具体的な内容を知りたい！
これまでの施策や事業の効果を知りたい！ など

ポイント

見える化
データ

レセプト
データ

ニーズ
調査

実態調査
専門家
会議

ヒアリング
独自

アンケート

「質」の現状「量」の現状

出所）埼玉県立大学 川越 雅弘教授講演資料を一部改変
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Step3：取り組むべき課題の選定（※課題の具体化が重要）

• 在宅医療の４つの場面について、目指す姿と現状との比較を通じて、課題を出し
ましょう！その際、「提供サービス量の課題」と「連携の質の課題」を意識しましょう。

• 課題選定プロセスを医療・介護関係者と共有・協議することも重要です。
• 課題は通常複数あります。複数ある課題の中で、下記の視点から取組むべき課題
を絞り込みます。さらに、具体的対策の検討のため、課題をより具体化します。
課題としての緊急性
課題の重要性（目的や目標達成に直結する課題かどうか）

ポイント

目指す姿

現 状

両者の
ギャップが
「課題」

図3-4. PDCAサイクルの展開手順（Step3：取り組むべき課題の設定） 図3-5.課題とは何か？

出所）埼玉県立大学 川越 雅弘教授講演資料を一部改変
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なぜ関係者との4つの場面を意識した目指す姿の協議・共有が必要か？

【医師】 【訪問看護師】 【薬剤師】 【ＭＳＷ】【栄養士】 【リハ職】 【ケアマネ】 【事業所】 【ヘルパー】

在宅医療・介護の連携で感じている課題は何ですか？

【がん】 【看取り】 【残薬】 【連絡漏れ】【嚥下】 【フレイル】 【看取り】 【療養】 【人材不足】

【医師】 【訪問看護師】 【薬剤師】 【ＭＳＷ】【栄養士】 【リハ職】 【ケアマネ】 【事業所】 【ヘルパー】

入退院の場面で感じている課題は何ですか？

【病診連携】 【早期導入】 【服薬継続】 【連絡漏れ】【食形態】 【生活機能改善】 【カンファ参加】 【療養】 【情報連携】

「課題の具体化」と「我がごと化」をした上で、地域における「手段（事業）」を考えることができる
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○
67%

×
33%

地域医療構想の趣旨や考え方

を理解している

○ ×

○
7%

×
93%

自市町村の地域医療構想に基づく将来的な在宅医

療需要数を把握している

○ ×

○
13%

×
87%

在宅医療・介護連携事業において、

地域医療構想の推計値を活用したことがある

○ ×

研修会出席申込時アンケートより

N=67
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3,356 

回復期
5,391 

慢性期
3,614 

慢性期
3,252 

慢性期
3,054 慢性期

3,055 

休棟 532 休棟 973 休棟 602 

○ ２０２０年と２０１５年の病床数を病床機能ごとに比べると、高度急性期が１７１床減少、急性期が７０４床減少、回復期が５３１床
増加、慢性期が３６２床減少した。
○ ２０２５年見込の急性期の病床数は８，６０６床であり、大分県地域医療構想における２０２５年の必要病床数と比べ３，６９８床の
開きがある。一方で、回復期については２，０３５床不足しており、急性期等からの転換を進める必要がある。

病床機能ごとの病床数の推移（県全体）

【2015年度病床機能報告】 【2020年度病床機能報告（2021年12月末時点暫定値）】 【大分県地域医療構想におけ
る２０２５年の必要病床数】2020年 2025年見込※１2015年

合計17,709床 合計17,444床 合計16,833床

合計14,649床

704床減 322床減

531床増

280床増

362床減

198床減

171床減 増減なし

※１：２０２０年度病床機能報告において、「２０２５年７月１日時点における病床の機能の予定」として報告された病床数
※２：対象医療機関数及び報告率が異なることから、年度間比較を行う際は留意が必要

3,698床

80床
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市町村
介護施設分 在宅医療分

介護施設：在宅医療分＝2：1
下線：市町村との協議による配分変更

Ａ 0 0

Ｂ 0 0

Ｃ 0 0

Ｄ 0 0

Ｅ 0 37

Ｆ 48 25

Ｇ 0 0

Ｈ 3 2

Ｉ 2 1

Ｊ 3 1

Ｋ 0 0

Ｌ 0 26

Ｍ 0 65

Ｎ 9 5

Ｏ 5 2

Ｐ 63 32

Ｑ 8 4

Ｒ 0 56

計 141 256

26

介護施設・在宅医療等の追加的需要について

＜8期期間中の追加的需要への対応＞

市町村
2025年需要 8期までの対応数 差

当該対応は、9期計画策定までに検討する必要

Ａ 225 169 56*

Ｂ 59 44 15

Ｃ 65 49 16

Ｄ 5 4 1

Ｅ 49 37 12

Ｆ 129 97 32

Ｇ 14 11 3

Ｈ 7 5 2

Ｉ 11 8 3

Ｊ 5 4 1

Ｋ 22 17 5

Ｌ 34 26 8

Ｍ 102 77 25*

Ｎ 18 14 4

Ｏ 25 19 6

Ｐ 165 124 41*

Ｑ 56 42 14

Ｒ 128 96 32

計 1119 843 276

＜地域医療構想終期（2025）までの追加的需要＞

*：療養病床の推計減少数に満たない病床があり、変動可能性有



在宅医療等の自然増の推計方法について

地域医療構想策定ガイドラインの推計手法を用いて推計。→入院外において継続的な療養を必要とする患者の推計については、
平成25 年（2013 年）に在宅患者訪問診療料を算定している患者の性・年齢階級別の割合を算出し、これに当該構想区域の平成
37 年(2025 年)における性・年齢階級別人口を乗ずることによって、在宅医療等の医療需要に含めて推計する。

A年の医療・介護サービス実績 A年の性・年齢別人口

A年の医療・介護サービスの性・年齢階級別利用割合

B年の性・年齢別人口

B年の医療・介護サービスの性・年齢階級別利用推計

B年の医療・介護サービス推計

大分県高齢者福祉課提供データ（月別・年別） 大分県公表データ（市町村別人口推計）

国立社会保障・人口問題研究所公表データ

① ②

③

④

⑤

⑥

①/②*100

③*④/100

⑤の性・年齢別数値の総和

*社人研公表データの都合上、90歳以上は1つの年齢区分として集計
27



訪問診療の自然増について（令和２年診療実績による推計）

市町村 2020年実績
2023年推計
（8期計画終期）

2025年推計
（地域医療構想終期）

Ａ 1211 1308 1373

Ｂ 245 255 261

Ｃ 222 228 232

Ｄ 21 21 21

Ｅ 131 139 144

Ｆ 3816 4385 4764

Ｇ 245 252 257

Ｈ 316 326 332

Ｉ 199 220 233

Ｊ 564 592 611

Ｋ 130 136 140

Ｌ 411 426 436

Ｍ 319 333 342

Ｎ 40 41 42

Ｏ 76 79 81

Ｐ 277 292 303

Ｑ 92 95 96

Ｒ 474 492 504

計 8850 9619 10172

2025年自然増推計：2020年実績をもとに、2025年の将来人口推計（社人研）から算出
2023年推計：2025年推計の伸び率から割り戻し推計
2020年実績：高齢者福祉課医療介護レセプトデータ集計（令和２年１０月診療実績）（64歳以下は集計除外） 28
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○○点 ・・・ 事業実施後の状態

100点 ・・・ あるべき姿

0点 ・・・ 事業実施前の現状

事業の成果

残された課題

要素①

要素②要素④

課題
要素③

30

事業マネジメントのどこに将来推計（地域医療構想やレセデータ集計）を活用するか

こことここ



質問①

• あなたの地域では、地域医療構想が進んでいく
中で、在宅医療・介護にどのような変化が起こる
と思いますか

• 在宅医療の４つの場面に分けて考えてください

31



質問①

2020年訪問診療利用者数 2025年訪問診療利用者推計
人 人

（1）在宅医療利用者（訪問診療利用者）の変化

（入退院） （日常療養）

（急変時対応） （看取り）

（2）在宅医療・介護の４つの場面では、どのような影響がありますか

32



質問②

• 地域医療構想と地域包括ケアが進むことにより、
地域住民がどのような暮らしを送れるようになる
と良いとおもいますか

• 在宅医療の４つの場面に分けて考えてください
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質問③

• 想定した影響を確認するため、現状を知るにはど
のようなデータを確認すればよいと思いますか

• 在宅医療の４つの場面に分けて考えてください
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質問④

• 地域医療構想と地域包括ケアが進むことにより、
地域住民が望む暮らしを送れるようになるには、
在宅医療従事者と、介護従事者のどのような連
携が必要となりますか

• 在宅医療の４つの場面に分けて考えてください
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質問⑤

• 地域に求められる連携の状況を把握するために
は、どのようなことを知りたいですか。

• 在宅医療の４つの場面に分けて考えてください
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○○点 ・・・ 事業実施後の状態

100点 ・・・ あるべき姿

0点 ・・・ 事業実施前の現状

事業の成果

残された課題

要素①

要素②要素④

課題
要素③

事業マネジメントのどこに将来推計（地域医療構想やレセデータ集計）を活用するか

質問①
質問②

質問⑤

質問③

質問④
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【研修実施後アンケート】

・事業マネジメントの考え方を（概ね）理解できた 79％

・地域医療構想の趣旨や考え方を（概ね）理解できましたか 86％

・自市町村の地域医療構想に基づく将来的な在宅医療需要数を（概

ね）把握できた 66％

・今後在宅医療・介護連携推進事業を実施するにあたり、地域医療構

想の推計値を活用出来そう 34％
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今後について
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